
【資料4-2】　　

施設カルテ　掲載項目(案)

施設名

所在地

小学校区

分類

所管課

設置根拠

法的設置義務

設置目的

主な利用者

運営形態

指定管理者

指定管理期間

配置形態

複合施設名称

避難所指定の有無

バリアフリー対応

多目的トイレ

エレベーター

スロープ

身障者用駐車場

開設年月

建設事業費の財源

敷地面積

うち市有分

うち借地分

棟名称・用途

構造

建設年

延床面積

建築面積

階数

耐震診断

耐震改修 耐震改修の実施状況

項目名

土
地
情
報

施設が属する小学校区

内容

耐震診断の実施状況

土地の総敷地面積

敷地面積のうち市有地の面積

敷地面積のうち借地の面積

建物の名称もしくは用途

建物の主体構造（RC、S、SRC、Wなど）

身障者用駐車場の有無

施設を開設した年月（不明な場合は建築年月）

建設事業費の財源内訳
（国補助金、県補助金、寄附金、市債、一般財源、その他）

建物の建築面積

建物の延床面積

建物の階層（地上、地下）

「指定管理」の場合、指定管理者名

「指定管理」の場合、指定管理期間

建物の中に1つの施設だけが入っている場合は「単独」、複数の施設が入っている
場合は「複合」

「複合」の場合、複合施設名称

施設の避難所等への指定の有無

建物の建築年

「設置済」/「未設置」から選択

多目的トイレの有無

昇降機の有無

スロープの有無

施設の名称

施設の所在地

施設の用途に応じた分類（「大分類」「中分類」）

施設を所管する部・課

施設設置の根拠となる法令（法律・条例等）

施設を設置している目的

施設の法的設置義務の有無

利用対象者が定められている場合はその利用者、定められていない場合は主な利
用者

「直営」「運営委託」「指定管理」から選択

基
本
情
報

建
物
情
報

（
各
棟
の
状
況

）

1 / 4 ページ



【資料4-2】　　

施設カルテ　掲載項目(案)

項目名 内容

入所児童数

定員

入園者数

定員

児童、生徒数

使途別教室数

配食数

児童数

処理量

入居戸数

入居可能戸数

貸出者数

貸出冊数

蔵書数

一時預かり台数

定期契約台数

駐車可能台数

入院患者数

外来患者数

利用者数

開館日数

年間利用コマ数

年間利用可能コマ数

各年度の延配食数

学校給食センター

各年度の処理量

各年度末時点の児童数

利
用
実
績

（
過
去
3
年

）

各年度の定期契約延台数

各年度末時点の駐車可能台数

その他施設

各年度の延利用者数

各年度の延入院患者数

各年度の延外来患者数

※庁舎、消防施設、上水道施設、下水道施設、倉庫、便所等については指標なし

病院

各年度の利用可能コマ数

図書館

各年度の利用コマ数

各年度末時点の蔵書数

自動車・自転車駐車場

各年度の一時預かり延台数

小学校・中学校

各年度5月1日時点の児童、生徒数

各年度末時点の使途別教室数（普通教室・特別教室・多目的教室等）

市営住宅

各年度末時点の入居戸数

各年度の貸出延人数

各年度末時点の入所児童数

各年度末時点の定員

幼稚園

各年度5月1日時点の入園者数

各年度末時点の定員

各年度の開館日数

各年度の貸出延冊数

供給処理施設

各年度末時点の入居可能戸数

学童

保育所
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施設カルテ　掲載項目(案)

項目名 内容

使用料など

事業収入

補助金

その他収入

利用料金収入

自主事業収入

指定管理料

その他収入

光熱水費 各年度の電気料金、上下水道料金、ガス料
金、燃料費等

11需用費　　2燃料費
　　　　　　　　5光熱水費

修繕費 経常的に発生する修繕費 11需用費　　6～8修繕費

施設管理にかかる経費 建物、設備等の保守点検・検査、清掃、剪
定、警備委託など施設管理にかかる委託
料、手数料など

12役務費　　3手数料
13委託料

人件費 施設の維持管理、運営に従事する職員の人
件費（正規職員は平均給与×人員数）

1報酬
7賃金

事業運営にかかる経費 各種教室、講演など事業運営にかかる経費 8報償費
9旅費
11需用費　　1消耗品費
12役務費　　1通信運搬費
　　　　　　　　3手数料
13委託料
14使用料及び賃借料
18備品購入費　　　　　　　　など

償還金 施設建設時に発行した市債の償還金 （款）10　公債費

その他支出 その他の支出

光熱水費

修繕費

施設管理にかかる経費

人件費

事業運営にかかる経費

その他支出

市が支出した指定管理料

市の支出

基準財政需要額への算定の有無
　単位費用の積算に含まれている（金額の算定は可能な場合はその金額も）
　測定単位の補正事項に含まれている
　基準財政需要額の算定に含まれていない

市の収入

国・県からの補助金

その他の収入

指定管理者の支出（指定管理者制度導入施設のみ）

指定管理者の収入（指定管理者制度導入施設のみ）

施設利用料、入館料、サービス利用料など

指定管理者が当該施設で実施した自主事業による収入

その他の収入

施設利用料、入館料、住宅家賃、授業料、保育料など

当該施設で事業等を実施した場合の収入（講座参加料、刊行物頒布収入など）

各種教室、講演など施設運営にかかる経費

コ
ス
ト
情
報

【
収
入

】
　

（
過
去
3
年

）

コ
ス
ト
情
報

【
支
出

】
　

（
過
去
3
年

）

その他の支出

地方交付税措置

各年度の電気料金、上下水道料金、ガス料金、燃料費等

経常的に発生する修繕費

建物、設備等の保守点検・検査、清掃、剪定、警備委託など施設管理にかかる委
託料、手数料など

施設に常駐する者の人件費
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施設カルテ　掲載項目(案)

項目名 内容

取得価額

過去の維持修繕費

合計

減価償却累計額

資産老朽化比率

法定耐用年数

築年数

老朽化率

改修履歴

改修・更新の見込

現在までの減価償却額の合計（固定資産台帳）

保有する資産が耐用年数に対してどの程度経過しているか
（資産老朽化比率＝減価償却累計額/取得価額と過去の維持修繕費の合計）

減価償却資産の耐用年数等に関する省令に基づく年数
（複数棟の場合、床面積が最も大きい建物）

建物の築年数（複数棟の場合、最も古い建物）

今後の改修・更新時期及び費用の見込
（総務省が公表している「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の資産」に
おける単価と各施設の延床面積を乗じて算出）

そ
の
他

過去の修繕・増築・改築等工事費（固定資産台帳）

取得価額とこれまでの維持修繕費の合計

過去の主な改修履歴

建物を建築又は取得した価格（固定資産台帳）

法定耐用年数に対して経過した年数の割合
（ 老朽化率 ＝ 経過年数 / 法定耐用年数）
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